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「中央アジア諸国の貿易構造と 
輸出決定要因分析」

日本大学経済学部助手　　前野　高章

　日本大学経済学部の前野と申します．
今日はお忙しい中．お集まりいだきまして，あり
がとうございます．
　早速報告に移らせていただきますが，タイトル
は「中央アジア諸国の貿易構造と輸出決定要因分
析」ということで進めさせていただきます．
　新シルクロード及び新シルクロード沿線諸国の
研究は，先生方は大分前から研究を続けているの
ですけれども，私も数年前に参加して新シルク
ロードの研究をさせていただいております．先生
方はこれまで，本を1冊出版されています．そこ
での研究は，理論面，実証面，そして現地調査か
ら，中国国内の産業集積に関する分析と，東アジ
ア諸国との生産ネットワークと集積との関係につ
いて主に分析を進めてこられました．
　今日見えていないのですけれども，井尻先生の
報告では，新シルクロード沿線国である中国にお
いて，国内地域間流動量の決定要因の分析をし
て，航空輸送に関して研究をされています．井尻
先生の報告は国内に限定しているので，中央アジ
ア諸国の貿易構造に関する分析については省略さ
せていただきます．
　また本多先生の研究では，中央アジア地域は地
政学上，エネルギー安全保障上，また豊富な資源
保有地域として重要な研究対象であるとして，新
シルクロードと中央アジアあるいはコーカサス地
域との位置付けについて研究しています．
　本報告では，コーカサス地域を除いた新シルク
ロードに位置する中央アジア5カ国を対象として
研究しました．カザフスタン，キルギスタン，タ
ジキスタン，トルクメニスタン，ウズベキスタン，
この中央アジア5カ国は東アジア地域とEU地域の
間に位置する，いずれも海を持たないランドロッ
クの国ですが，本研究では独立以後の5カ国の貿
易構造の変化に着目して，これら5カ国間におけ
る産業の競争力について初めに分析します．そし
て，シンプルなグラビティモデルを用いて，これ
ら5カ国の輸出決定要因が説明できるかどうか検
証します．

　まずランドロックと貿易コストについて説明さ
せていただきます．Firm heterogeneity（企業の非
同質性）という概念が貿易理論に取り入れられて
から，貿易コストというものが実証分析の中で重
要な位置を占めるようになってきました．それに
よって，参入するときのトレードコストの大小に
よって，どのような企業が参入を行ない，どのよ
うな企業が撤退するのか，というところが明確に
理論武装されてきました．
　貿易コストといいますと，関税，距離，リモー
トネス，ランドロックや，税関での手続きや日数
などの制度的なもの，時間的コスト，言語，イン
フラなども貿易コストとして含まれます．その中
でもランドロックは先天的な貿易コストで，ラン
ドロックな国はすでに非常に大きいトレードコス
トの1つを持っており，貿易を行なう際にランド
ロックであることは非常に高い障壁になっている
という研究がこれまでに多くあります．
　Kurmanalievaの2008年の研究では，キルギスタ
ンの貿易パターンに着目して，伝統的なヘク
シャー＝オリーンの貿易理論や産業内貿易理論が
キルギスタンの貿易パターンを説明できるかどう
かという実証研究を行い，伝統的な貿易理論や産
業内貿易理論からでは説明できない貿易構造を
持っているという結論を導いています．岩田，加
藤，柴崎の2010年の論文では，東南アジアのメコ
ン地域に注目して，その中のランドロックな国が
どの程度のインパクトを受けているのか，そし
て，それに加え，輸送費と経済成長の関係のシ
ミュレーション分析を行なっています．
　本報告ではCoulibalyとFontagneの2004年のモデ
ルをベースとして進めていきたいと思います．な
ぜこのモデルを用いたかといいますと，トレード
コストといいますと，ディスタンス（都市間の距
離）が実証分析では主に使われているのですけれ
ども，彼らのモデルではディスタンスをリージョ
ナル・コンテクストとエクストラ・リージョナ
ル・コンテクストに分解しています．
　この図がリージョナル・コンテクストというも
のを説明しているのですけれども，ランドロック
な国は海を持たないので，陸路に関する取引を行
なう際には必ず第三国を経由して貿易を行なわざ
るを得ない．そこで，貿易財が通過する国境の数
を国境要素として，貿易をする2国間の道路の距
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離を距離要素，貿易財が通過する最初の国境と最
後の国境間の距離を経由要素，2国間の道路舗装
の比率をインフラ要素として分解して，それぞれ
貿易にどのようなインパクトがあるか研究してい
ます．
　リージョナル・コンテキストというのは，たと
えばS地域の中で，沿岸国，内陸国ということで
ディスタンスを分解しているのですけれども，こ
のエキストラ・リージョナル・コンテクストとい
うのは，たとえばN地域とS地域という2地域間に
おいて，S地域の中の沿岸国が直面しているディ
スタンスがエキストラ・リージョナル・ディスタ
ンスということで，たとえばここに海があったと
すると，N地域からS地域までの距離を純粋にディ
スタンスとしてトレードコストとして扱っていま
す．
　S地域の内陸国はどうなのかといいますと，内
陸国がN地域から輸入あるいは輸出をする際に
は，N地域からS地域の沿岸国の距離（エキスト
ラ・リージョナル・ディスタンス）と，沿岸国か
ら内陸国までの地域内の距離（インナー・ディス
タンス），この2つを合わせたものから説明ができ
る．そういうふうに理論武装しています．
　たとえば中央アジアとアメリカが貿易をする際
には，陸路に限定した貿易の場合，当然ながら太
平洋を渡って，もしくは日中韓を経由して中央ア
ジアに行くことも考えられます．中国国内の沿岸
部にある産業集積をたとえば沿岸国として中央ア
ジアと取引をする際には，大抵ウルムチを経由し
て中央アジアに行くので，中央アジアからする
と，ウルムチとの距離，さらに沿岸部との距離を
考慮に入れる必要がある．そういった例が挙げら
れると思います．
　中央アジア5カ国はすべてランドロックな国な
ので，陸路の貿易を行なう際はすへて第三国を経
由せざるを得ない．結局潜在的な貿易コストは，
沿岸国と比べると相対的に高くなってしまうと考
えられます．
　そこで中央アジア5カ国の貿易構造を分析して
いきたいのですけれども，中央アジアの国のデー
タに制約があるために，最初にシンプルに総貿易
額のGDPに占める比率，産業別貿易額の比率，市
場別貿易額の比率，この3つの変数から分析し，
そこに第三国を入れたときの輸出類似指数も踏ま

えて分析していきたいと思います．
　まず総貿易額のGDP比率です．日本やアメリカ
は世界平均よりも低い比率ですが，中央アジア5
カ国はすべて世界平均を大きく上回っています．
単純にこれだけですと，この5カ国は貿易に依存
した経済成長をしていると言えるのですけれど
も，貿易額のGDPシェアからだけでは輸出産業の
特性や輸出競争力がどの程度かはわからないの
で，次に産業別貿易額比率を見ていきたいと思い
ます．
　これはSITCの1桁を使っています．近年の貿易
に関する分析では，1桁を使った分析は粗過ぎて
あまり説得力がないという指摘もあるのですが，
中央アジアの国に関しては細かい品目のデータを
取ることがなかなか難しいので，シンプルにどの
ような産業がどれぐらい貿易を行なっているか示
すために，SITCの1桁に注目してまとめてみまし
た．
　カザフスタン，キルギスタン，タジキスタン，
ウズベキスタン，4カ国に関する95年と2007年の
貿易額，輸出と輸入のシェアを表したグラフです
が，キルギスタン以外のカザフスタン，タジキス
タン，ウズベキスタンは鉱物性燃料製品や原料別
製品などの燃料及び原材料の輸出が高いシェアを
示しています．輸入のほうは，2007年のキルギス
タンではSITC5，7，8が大きいシェアを占めてい
ます．SITC5，7，8というのは高付加価値な製品
が属している産業で，この貿易額が大きいか小さ
いかによって工業化がどれぐらい行なわれている
かがわかります．このシェアが大きいということ
は，WTOに加盟したことによるインパクトでは
ないかと考えられます．ただし，中央アジア全体
では基本的に工業製品の輸出シェアは低く，工業
製品は輸入に頼っていることがこのグラフから読
み取ることができます．
　次に，中央アジア5カ国が外国市場でどの程度
プレゼンスを高めてきているかを確認するため
に，市場別貿易比率を見ていきたいと思います．
ここでの外国市場とは，世界の最終需要地域であ
るアメリカと，ヨーロッパの上位4か国，中央ア
ジアのすぐ隣にある東アジアの日中韓，そしてロ
シアを考慮に入れています．5カ国すべての総貿
易が各市場でどれぐらいシェアを占めているの
か，96年と2007年を比較しています．96年では当
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然ながらロシアのシェアが高いのですけれども，
2007年では東アジアあるいはヨーロッパのシェア
が増えて逆転していることがわかります．
　この理由として考えられるのは，中央アジア5
カ国はEU地域や東アジア地域の間に位置してい
て，近年の東アジアでの生産ネットワークからの
資源の需要と，東方拡大を行なうEUの資源の需
要が，いずれも中央アジアに依存してきている，
ウエートを中央アジアに移してきていることが考
えられます．
　ただ，これでは単純にどの程度の貿易額がある
のかということしか示していないので，実際に中
央アジア5カ国が貿易する産業はどの程度の競争
力を持っているのか，ここまでの分析ではわかり
ません．そこで，輸出類似指数というのを次に見
てみました．これはFingerとKreininの79年の論文
で最初に紹介されたものですが，Ａ国とＢ国，二
国間が第三国であるＣ国でどれぐらいある貿易品
目を競合しているか，貿易額のシェアがどれぐら
いオーバーラップしているかということから，輸
出類似指数（Export Similarity Index）を考えます．
これは0から1の値をとるのですが，0に近ければ
近いほど，二国間における特定産業の輸出構造は
類似している．つまり，第三国市場において競合
関係が強い，より競争的であることを表す指標で
す．
　中央アジア5カ国とASEAN5カ国でまとめた表
ですけれども，96年と2007年を比較したときに，
黄色のところがより競争的になっている国のペア
で，緑色のほうがその逆を意味しています．つま
り，競争的な関係が改善されていない，競争的で
はないということです．
　中央アジア5カ国に関しては，競合関係をここ
から見ることはできません．逆にASEAN5と比較
しますと，96年にはEU市場やアメリカ市場で競
合関係を示していて，2007年になりますと，中国
あるいは韓国といった東アジアのほうにシフトし
てきている．ASEAN5は96年ではEU市場あるい
はアメリカ市場において競争的であったけれど
も，日本企業や先進国の企業を中心とした東アジ
ア地域でのフラグメンテーションの進展によっ
て，競争する舞台を，東アジア，特に中国にシフ
トしてきていることがここからわかると思いま
す．ASEAN5に比べると中央アジア5カ国は第三

市場においての競合関係が見られない理由は，産
業構造が大きく異なることや，産業の高度化が遅
れている，または特性の異なる財を貿易してい
る，非常に高い貿易コストに直面しているなどが
考えられます．
　以上，中央アジア5カ国の貿易構造について見
てきましたが，次にパネルデータ分析で輸出の決
定要因を見ていきます．シンプルなグラビティモ
デルを使って，中央アジア5カ国それぞれの自国
の規模，相手国の規模，所得水準，生産要素賦存
と，経済開放度を示すFDI，つまり直接投資をど
れぐらい受け入れているか，そしてインフラの整
備，貿易コストとしてはディスタンス，リモート
ネス，ランドロックという3つの変数を使って決
定要因の分析を行ないました．
　時間の関係上，分析結果をすべて説明すること
はできませんが，シンプルなグラビティモデルを
用いたときに，経済規模，市場規模，ディスタン
スという3つの変数はほぼ説明力を持つと言えま
すけれども，リモートネスが高い地域は周辺に経
済規模の大きい国がいないことを意味します．リ
モートネスがマイナスで有意に利いているという
ことは，輸出する相手国の周りに市場規模の大き
い国が集まっている．それだけ競争的になってい
るので，参入障壁が低い．参入障壁が低いという
ことは，そこに比較的簡単に参入できてしまうの
で，貿易する財の差別化の度合いが低い．つまり，
中央アジア5カ国の貿易している財は差別化の度
合いは低いということが言えると思います．
　ヘクシャー＝オリーンの伝統的貿易理論やリン
ダー仮説の面から考えると，KLDは資本労働比
率で，カザフスタンとウズベキスタンに関しては
ある程度説明力を持ちますけれども，リモートネ
スと1人当たりの所得水準を考えたときに，リン
ダー仮説では所得が似ている国同士のほうが貿易
を行なうということがあるんですけれども，所得
の差の絶対値がプラスで有意となっているという
ことは，逆に言えば所得の高い地域あるいは国に
中央アジア5カ国はいま輸出をしているので，そ
こからでも産業内貿易の理論を説明することはで
きないと結論付けられます．
　相手国がどれぐらいFDIを受け入れているかと
いうことで，どれだけ経済がオープンなのかとい
う経済開放度を示しているのですけれども，カザ
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フスタンとウズベキスタンのみ有意で働いてい
る．中央アジアの貿易構造自体が差別化の度合い
が低い財が多いので，経済開放度云々以前の問題
であると考えることができます．
　一番期待していたのは地域ダミーというところ
で，中央アジア5カ国は旧ソビエトあるいは旧ソ
連圏の国に対してより多く貿易をしているのでは
ないかと考えたのですけれども，カザフスタンと
ウズベキスタンは東アジアと旧ソビエト圏に多く
貿易をしているという地域的な特性が出てきてい
ますが，それ以外の国はほとんど地域的な特性と
いうものをこの分析からは得ることができません
でした．
　国レベル，マクロレベルの貿易額を用いた分析
ではさすがに限界があると思うので，より細かい
貿易データを用いて同じような分析をしたときに
結果が異なるのかどうか，これを今後の課題とし
ていきたいと思います．
　最後にまとめと課題ですけれども，輸出構造だ
けに絞った分析で考えると，中央アジア5カ国の
産業競争力はまだまだ強くない．生産規模と貿易

コストの間の負の関係を仮定しているグラビティ
モデルでは輸出決定要因はある程度説明できるけ
れども，中央アジアの国は東アジア地域の生産
ネットワークの一翼を担うことができるかという
と，まだそこまで産業の高度化が進んでいない．
確かに資源とか原材料の面ではネットワークに入
ることも可能なのかもしれないけれども，そこで
問題になってくるのはランドロックの問題です．
ランドロックな国は高い貿易コストに直面してい
る地域なので，さっき紹介したモデルをもとに，
中央アジアだけではなくて，シルクロード沿線国
あるいは世界の中でランドロックというものがど
れぐらいの貿易障壁になっているのか．それを調
べるのも今後の課題としていきたいと思います．
　ランドロックな国と沿岸国の比較は，シルク
ロード沿線国の経済発展を研究していく上では避
けることができないと思います．したがって，ラ
ンドロックな国と沿岸国の貿易コストをより細か
く掘り下げた研究を行なっていくことも今後の課
題としたいと思います．
　以上で終わりとさせていただきます．
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「東アジア新興国の経験と 
ダイナミック・キャッチアップ・モデル」

日本大学通信教育部　　陸　　亦群

　陸と申します．よろしくお願いします．
　中央アジア経済を研究するに当たって，どのよ
うな経験が参考にできるのか，特に経済開発モデ
ルからどのような示唆をいただけるのか，そして
今までの開発モデルは果たして中央アジアに適用
できるのか，そういった問題も含めて考えなけれ
ばならないと思います．
　この報告は，まず東アジアの経験からとらえて
いきたいと思います．90年代前半までの東アジア
の経験を説明するには雁行形態モデルは有効であ
りますけれども，90年代後半以降，アジア経済の
アジア化が進み，日本が先頭に立った東アジア経
済のいわゆる雁行型モデルの時代は終わりを告げ
て，東アジア新興国の新たなキャッチアップのプ
ロセスが現れてきました．産業移転による国際的
伝播効果を柱とする雁行形態モデルに代わる新た
なアプローチが必要ではないかと考えておりま
す．したがってここでは，1990年代後半以降の東
アジアの経験をとらえて，この東アジアの経験を
もとに，より一般化した形でダイナミック・
キャッチアップ・モデルを提起します．
　東アジア新興国の経験は一般的適用性を持つと
すれば，これまで自律的な経済発展の可能性すら
否定されてきた内陸地域において，おそらく新た
なキャッチアップの可能性が見えてきます．中央
アジアなどの国々にとっても，東アジアの経験が
参考になるのではないかと思います．それに関連
して，当然なことながら新たな取り組みも必要で
はないかと思います．この部分については私の方
で簡単に触れておきますけれど，東アジアと中央
アジアの関連，あるいは中央アジアの抱えている
問題について，後半で辻先生に報告お願いしたい
と思います．
　東アジアの経験あるいは東アジアの経済発展を
どのようにとらえるかについてですが，これは東
アジア経済のダイナミズムに関わる問題だと感じ
ておりますけれども，東アジア域内の国際分業変
化についての分析はすでに多くの研究成果が出さ
れています．これらの研究成果から，アジア地域，

特に東アジアでは生産輸出拠点としてのアジアと
マーケットとしてのアジアが重なり，いわゆる
「アジア経済のアジア化」が進行していることが
読み取れます．
　東アジアの最大の貿易相手は東アジアであり，
域内貿易依存度は，いまやEU，NAFTAと同じぐ
らい高い水準となっていることは明らかです．
2007年の「通商白書」のデータに十分それが示さ
れています．東アジアにおいては，域内各国が強
みを有する部材に特化し，国境を越えた分業が進
展されています．これも同じく2007年，2008年の
「白書」の中で詳細な分析がされています．
　この図1は2007年版の「通商白書」からデータ
を抽出してつくり直したものです．貿易を牽引す
るのは，最終財，中間財，素材のどちらかになり
ますが，通産省の「白書」の中では，中間財が最
も大きく貢献していると認めたわけです．この図
から分かりますように，日本は域内における中間
財供給拠点となっています．中国，ASEANの中
間財供給能力は急速に高まっており，95年，2000
年，2005年，3つのデータの変化をとっておりま
すけれども，その結果，東アジア域内における中
間財の相互供給が拡大しつつあると読み取れま
す．
　貿易データにはこのような特徴が表れてきまし
たけれども，次に分業構造はどのようにとらえれ
ばよいのか．従来型貿易構造と言われているもの
は，日本の対東アジア諸国の貿易は主としてアジ
ア諸国における生産や輸出で必要とする中間財や
資本財の供給であり，東アジアの輸出相手国は欧
米諸国であります．特にアメリカは，東アジアの
生産と輸出を吸収する最大の市場として，東アジ
ア地域全体の経済発展を支えてきました．
　したがって，東アジアの貿易構造は図2の左側
のように，60年代以降進んでいる日本の工業化に
対して，その後を追っかけて輸出志向工業化戦略
を採用したNIEsを中心とする諸国は中間財，資
本財を輸入して，それを加工し，最終財に仕上げ
て，アメリカなど海外に輸出していく，いわゆる
三角貿易構造になっていると考えてよいかと思い
ます．
　1990年代前半あたりまでは，このような形で日
本が牽引役として全体を引っ張ってきましたが，
90年代後半以降は少し様子が変わりました．大き
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なポイントは新しい国際分業の出現です．アジア
地域あるいは世界経済全体の流れの中で，われわ
れの研究グループで「フラグメンテーション型分
業」と名付けて，図2の右側のような新しい国際
分業が生まれています．つまり，1990年代後半以
降，東アジア地域においては，多国籍企業あるい
は直接投資を通して，先進国と発展途上国にまた
がる形で，いままでにない国際的生産・流通ネッ
トワークが構築され，企業生産活動のグローバル
化によって，従来の水平分業や垂直分業とは異な
る，細かい生産工程レベルでの新しい国際分業が
展開されているわけです．
　いままでは日本がリーダー役として全体を引っ
張ってきましたが，分業体制がより細かいレベル
になっていきまして，日本もアジアの中の1つと
してとらえられていく，そのような形で域内分業
が進んでいます．ここではひとまずフラグメン
テーション型重層的三角貿易構造としてとらえて
いきたいと思います．
　2008年の経済産業省，環境省の「アジア経済・
環境共同体　web版」にも書かれているように，
グローバル化が進行していく中で，アジア地域は
「世界の成長センター」として著しい発展を続け
ています．特に日本企業の投資等をきっかけに，
工程間分業が進んでおり，アジア地域は「世界の
工場」としての地位を確保できたわけです．域内
に生産ネットワークが展開したことから，域内貿
易比率がNAFTAを超えて，2008年あたりのデー
タでは44.3％まで高まったと示され，事実上の経
済統合が急速に進展しています．そして地域経済
協力の強化によって，フラグメンテーション型重
層的分業がさらに強まっていくと考えられます．
　それではこのアジアの経験をどのようにモデル
化して捉えられるかについていいますと，1990年
代前半あたりまでは「雁行形態型発展」として考
えてよいのではないかと思います．定番のモデル
として小島モデルがありますが，小島先生は雁行
型モデルを第1小島モデルと第2小島モデルと分け
ています．第1小島モデルは「雁行型国民経済発
展」，主に国内の産業構造の変化としてとらえて
いますが，第2モデルでは「雁行型国際的発展伝
播」ととらえ，日本の直接投資をきっかけに，日
本からNIEsへ，NIEsからASEANへ，ASEANから
中国の沿海部へ浸透していく．それによって

キャッチアップのプロセスが始まって，域内相互
依存関係が深まっていく．このような形で三角型
分業関係が構築されたということで，これも基本
的には雁行形態モデルとしてとらえてよいのでは
ないかと思います．
　ところが，1990年代後半以降，フラグメンテー
ション型分業とわれわれが名付けた新しい国際分
業の出現によって，世界経済の潮流が大きく変わ
ります．分業構造が非常に細かく浸透していきま
すと，企業の立地選択，それによる産業集積の発
生，さらに生産工程間の分業が進んでいく中で，
企業の生産活動のグローバル化が一層進みます．
そしてそれを支えるインフラ基盤が大変重要な役
割を果たすのではないかと考えられます．した
がって，これらの要因を統合して分析しなければ
ならないと考えて，この報告では90年代後半以降
のアジアの経験をモデル化して「ダイナミック・
キャッチアップ」を導入して，それを解明しよう
としています．
　具体的なイメージは，図3の通りです．生産活
動あるいは市場経済にかかわる要因として，産業
集積，企業生産活動のグローバル化，インフラ
ネットワークの形成，大きくこの3つがあります
が，これらは新しい国際分業を形成する3つの関
連要因ととらえてよいのではないかと考えていま
す．
　この3つの要因もまた相互作用して，産業集積
効果が上がれば，企業にとってはますます魅力を
感じるわけですから，企業の進出も一層積極的に
なるでしょう．インフラネットワークの形成も，
たとえば物流ネットワークがどんどん発展してい
けば，流通コストも大きく下がりますので，これ
もまたフラグメンテーションの1つのポイントで
あるサービスリンクコストの低下に直接つなが
り，企業の立地選択にポジティブなインセンティ
ブを与えて，一層産業集積をプッシュしていくだ
ろうと思います．さらにインフラネットワークの
中には政策的な基盤整備というソフト的なネット
ワークもありまして，FTAやEPAなどの制度整備
を進めることによって，経済のシームレス化が進
むのではないかと考えます．
　こういった3つの要因の循環作用の中で，市場
がより大きく形成されていくでしょう．これを本
報告では，世界経済のダイナミズムと新しい国際
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分業が形成されていくメカニズムとしてとらえて
いるわけですが，新興国はこの世界経済のダイナ
ミズムに直面して，経済活動のグローバル化への
アクセスをいかにしていくのかが非常に重要に
なってきます．
　具体的にいいますと，産業集積に関しては，こ
れは市場メカニズムを前提としていますので，政
府は直接介入することはできません．それよりも
むしろ集積のプロセスをサポートするような政策
誘導などの後押しが望ましいのではないかと思い
ます．ネットワークの形成に関しては，FTAでも
そうですし，インフラ投資の場合も国の基盤に関
わってくるものですので，政府の積極的な関与が
重要になってきます．企業のグローバル化という
のは，あくまで企業自身の立地選択ですけれど
も，新興国政府がもっと積極的に誘致活動を行な
うことも検討すべきだと思います．
　さらに，新興国政府は国際情勢などの外的影響
及び対外経済関係からも一定の影響を受けながら
世界経済のダイナミズムをキャッチしていくわけ
ですから，地域経済協力の強化によって，フラグ
メンテーション型重層的分業関係がますます強
まっていくと考えられます．したがって，地域経
済協力はダイナミック・キャッチアップの成否に
かかわる重要な要素であると考えています．
　ダイナミック・キャッチアップ・モデルの全体
的なイメージはこのような概況ですが，産業集積
という具体的な概念がありますけれども，ここで
とらえている産業集積は，発展途上国はいかなる
形で成長拠点を形成させるかというプロセスであ
ります．この捉え方はクルーグマンの理論に準拠
しています．クルーグマンは開発論に新しい空間
経済学の視点を取り入れて現代版ビッグプッ
シュ・モデルとしてとらえ直した功績があります
が，新しい成長拠点はどのような形で形成される
かについてはここで示しているようなイメージで
すが，時間の関係で詳細説明を省略させていただ
きます．
　このように見ていきますと，いまの東アジアで
現れている分業構造変化はどのようにとらえれば

よいかについては，1つは，まさに多国籍企業の
生産活動のグローバル化による生産拠点の国際的
な分散，もう1つは，発展途上国のキャッチアッ
プによる国内における新たな成長拠点の形成，こ
の2つのプロセスが複合した形で進んでいるので
はないかと考えております．
　インフラネットワークの形成については，ここ
では政策的インフラと物流的インフラに分けて検
討しております．政策的インフラでは，EPAとか
FTAといった対外経済関係の改善，域内経済連携
の活発化によって，国際貿易や直接投資のバリア
が低くなり，相対的に取引コスト，トータルコス
トの低減につながり，従来型とは異なるフラグメ
ンテーション的分業がアジアで盛んに行われるよ
うになって，国際分業体制の変化を引き起こした
と言えよう．経済活動の集積が大きくなるほど生
産コストが低下し，産業集積の利益をもたらすこ
とから，FTAによる市場のグローバル化が進めば
進むほど，集積力が増していくと考えます．いま
APEC2010が終わったばかりですけれども，「開
かれた地域主義」といコンセプトはアジアの国際
分業体制に合致するものではないかと思います．
物流的インフラについては，この後，辻先生から
詳細に分析していただきます．
　ダイナミック・キャッチアップ・モデルのイン
プリケーションをまとめると3つあります．まず
第1に，フラグメンテーションといった経済のダ
イナミズムをいかにキャッチするかが地域発展に
かかわる重要なポイントであり，集積拠点都市な
いし中核都市としての経済的優位性を創出するこ
とが重要な鍵となります．第2に，市場メカニズ
ムのもとで産業集積の効果を活かして新たな成長
拠点を生み出すには，グローバルスタンダード
（いわゆる国際標準化）でのインフラの整備と国
際的連携の強化が必要となります．第3に，地域
経済の一体化を通して，各国がその労働力，資本，
技術力などの比較優位を活用し，利益をともに享
受しながら地域間の連携強化を実現するトータル
的な取り組みが必要です．
　以上で報告終了とさせていただきます．
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図 1 東アジア域内における中間財貿易の推移

図 2 東アジア地域における国際分業構造の変化

 

図１　東アジア域内における中間財貿易の推移

図２　東アジア地域における国際分業構造の変化
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図３　ダイナミックキャッチアップ・モデル
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「中央アジアにおける経済発展の可能性 
─ダイナミック・キャッチアップ・ 

モデルの観点から─」

日本大学経済学部教授　　辻　　忠博

　日本大学経済学部の辻と申します．
　私が携わった研究の全体は経済科学研究所から
2011年3月に出ます「紀要」を参照していただく
ことにして，陸先生のダイナミック・キャッチ
アップ・モデルに基づいて，中央アジアの物流の
現状はどのようになっているのかを中心に概説し
ます．
　中央アジア5カ国はもともと旧ソ連を構成して
いる共和国でしたが，1991年から相次いで旧ソ連
から意図せざる形での独立になった結果，中央ア
ジア諸国をめぐる国際物流とか国際貿易が大きな
変化を経験することになりました．ソ連崩壊直後
は，中央アジア諸国を含む旧ソ連諸国の経済的環
境は分裂状態に陥ったわけです．そういう状況か
らの再出発であったわけですけれども，その後，
各国はそれぞれ，国際貿易を営むようになりまし
て，結果として現状では世界経済を再統合すると
いう段階に入って，さらにそれが進んできている
という状況です．
　ソ連邦の崩壊後，中央アジア諸国の貿易品目は
どんな特徴になっているのかといいますと，大
ざっぱな特徴としては，輸出品目が資源集約型の
資源，天然資源に集中する傾向になってきてい
る．もう1つは，貿易品目の輸出先は，中心はま
だロシアですけれども，相対的にEU向け輸出ウ
エートが高まってきているという特徴も見てとれ
ます．
　そうはいっても，中央アジア諸国の世界経済と
の統合の程度はまだ遅々として進んでいない．世
界経済との統合が遅々として進んでいないのは，
陸先生のダイナミック・キャッチアップ・モデル
の説明にもありましたが，インフラ基盤の未整備
が大きな原因となっています．仮にこれらの諸国
でインフラ整備が進めば，大量輸送を見込むこと
ができますので，規模の経済が働くことになり，
輸送費の大幅削減と物が活発に移動することにな
りますので，中央アジア諸国の経済発展を加速す
ることが期待できます．しかしながら，現状は輸

送市場が細かく分断されている状況で，規模の経
済を期待することはできません．また，中央アジ
ア諸国は内陸国で，海に面していないために，た
とえば欧米市場に輸出するには別の国を通って輸
出することになりますから，密接な地域経済協力
が求められます．中央アジア諸国の経済発展には
このようなさまざまな制約もありますし，不利な
状況にも置かれているということです．
　ではいかにして不利な状況を克服していくの
か．いろいろな取り組みがあると思いますけれど
も，その中でインフラ基盤の未整備に関して言い
ますと，たとえば「貿易・運輸円滑化プロジェク
ト（Trade and Transport Facilitation＝TTF）を通じ
て不利を克服することが期待できます．中央アジ
ア諸国の輸出商品の主要な輸出先であるヨーロッ
パやアメリカに中央アジア諸国を物理的に近づけ
ていくことはできませんけれども，TTFを通じて
経済的な距離を近づけることは可能である．それ
によって問題の克服ができるのではないか．
　では中央アジア諸国のインフラ基盤の現状はど
うなっているのか，ごく簡単に説明しますと，中
央アジア諸国は旧社会主義圏ですので，物流は主
に鉄道によって担われてきました．インフラとい
うと，真っ先に思い浮かぶのが道路網，鉄道網で
す．ここで考えるインフラ基盤というのは，もち
ろんそういうものも含まれますけれども，それに
加えて別な側面も入ってくるという，インフラ基
盤をもっと広い意味でとらえています．
　道路網，鉄道網の状況をインフラ基盤のハード
面ととらえますと，中央アジア諸国のインフラ基
盤はあまりよくない，劣悪な状況にあります．時
間の制約もありますので細かく説明はしません
が，線路にしても単線であったり，国際物流で
ヨーロッパとか中国に荷物を運ぶ際に，レールの
幅が違うために荷物の積み替えという問題も出て
きます．レールが敷かれていても，日本の鉄道の
ように真っ直ぐであまり揺れがないのと違って，
相当揺れるために運んでいる最中に荷物が壊れて
しまうこともあるとか，そういうハード面の問題
もあります．
　ハード面ではないインフラ基盤の現状として，
ソフト面を見てみますと，たとえば国境通過の際
に税関職員に書類を提出して，チェックして通し
てもらうわけですが，その際何か賄賂を要求され
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るとか，非公式な支払いが存在している．国境関
連の組織の中での連携がうまくいっていなくて書
類を過度に要求されるとか，運送業者の輸送も複
合一貫輸送ができないとか，国家間の政治的な緊
張も円滑な物流に影響を及ぼす．それをソフト面
でのインフラと私はとらえていますが，そういう
問題もあります．
　また，内陸国ですから国際物流を考える際には
近隣諸国間の緊密な経済協力が必要ですけれど
も，地域経済協力もインフラ基盤として広くとら
えますと，中央アジア諸国は貿易に関して近隣諸
国と野心的な取り組みはしています．ただし，そ
れはあくまで表面的なものにとどまって，実質は
伴っていない．たとえば第三国向けの輸出品があ
る隣国を通る際に，取り決めでは無料で通過でき
ることになっていても，実際にはいろいろな形で
コストを払わなければならない．
　このように中央アジアのインフラ整備というの
は，ハード面だけではなくて，ソフト面あるいは
地域経済協力面で大きな問題を抱えている．これ
をいかに克服するかということが，中央アジア諸
国の経済発展に大きな影響を及ぼすと考えられま
す．ではどうしていけばいいのかという取り組み
の参考例として，南東ヨーロッパとEU8の例を紹
介したいと思います．
　南東ヨーロッパとEU8は中央アジアと似た問題
を抱えていましたけれども，一足先にTTFあるい
はそれに類するものを通じて物流の円滑化を実現
して，経済発展に結びつけるという実績を上げて
いるわけです．南東ヨーロッパの地域的な範囲は
主に旧ユーゴスラビア地域で，アルバニア，ボス
ニア・ヘルツェゴビナ，ブルガリア，クロアチア，
マケドニア，ルーマニア，セルビア・モンテネグ
ロ，コソボの8カ国です．
　たとえばボスニア・ヘルツェゴビナを見ます
と，近隣諸国との国境通過地点が何百カ所もある
けれども，正規のものは32カ所しかない．そこを
通過するに当たっては，今中央アジア諸国が経験
しているような非公式な支払いがあって，規定に
ないコストを支払わなければ通行できないため
に，物流面で高いコストが発生している．あるい
は国境通過にも数時間から数日待たされる．そう
いうこともあって，外国企業も直接投資を通じて
現地に工場を設立しようという動きも出てこな

い．
　そういう問題を解決するために，「南東ヨー
ロッパ貿易・運輸円滑化プロジェクト」が1996年
から世界銀行，EU，アメリカとの共同プロジェ
クトとして始まっています．たとえば通関業務を
能率的にするために，能率的に業務を行なうとは
どういうことか，あるいは実績が上がるとはどう
いうことかという指標づくりをしたり，業務評価
システムを作ったり，これまでとは異なる違う新
しい手続きをするためのパイロット地点（試験地
点）を作ってみたり，国境管理機関同士の協力を
促す取り組みをしたり，通関にかかる訓練を行
なったり，そういう具体的な取り組みを進めて
いったということです．
　その結果，完全に成功とは言えないまでも，あ
る程度実績を上げてきているわけですけれども，
その理由の1つとして，「貿易自由化及び促進に関
するワーキング・グループ」を設立して，制度的
に実績が挙がるような体制がとられてきたという
ことが挙げられています．ワーキング・グループ
を設立して，当事者だけでなく，先進国や援助機
関である世界銀行が常に関与して，このグループ
がいろいろな覚書を取り交わしたりする際の協定
の交渉場所を提供したり，協定締結後のモニタリ
ングにもかかわったり，貿易協定締結に際して貿
易促進に逆効果になるようなことはしないとか，
第三国に対して差別的にならないようにとか，そ
ういう点にも注意を払って，協定の実があがるよ
うに常に注目していた．それがうまくいった背景
であると言われています．
　もちろん問題がないわけではなくて，基準認証
の違いがまだ克服されていない，このへんが残さ
れた課題として指摘されていて，特にEU加盟を
目標としているクロアチアなどはその問題を克服
することが必要になってきます．
　EU8はチェコとかスロバキアとか，2004年に
EUに加盟した8カ国で，アキ・コミュノテール
（aquis communitaire）というEU共通の法的枠組み
を適用することによって通関効率が飛躍的に向上
して，物流のみならず，人の移動も含めて，すべ
ての面での移動が飛躍的に向上したわけです．
　では中央アジア諸国はどうかといいますと，基
準認証の改革については緒についたばかりです．
南東ヨーロッパとかEU8の場合は，もちろん個々
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の国のリーダーは自国の国益を高めることを優先
して考えますけれども，その実現を自国中心的な
利益追求に固執するよりも，EU加盟あるいはEU
との経済的な連携をさらに緊密にしていくことを
通じてもたらされる経済的利益のほうが大きいで
あろうと考えて，基準認証の統一とか物流円滑化
のためのさまざまな取り組みに積極的になってき
ています．しかしながら，中央アジア諸国の場合
は自国中心的な利益追求に固執している面が強
く，その辺が実際の行動になって表れてきている
ために，世界経済統合が遅々として進んでいない
というのが現状です．
　もう1つの大きな違いは，南東ヨーロッパとか
EU8，旧東欧諸国はEUに近いということから，
EUとの連携を強めるほうが得策であるというこ

とにつながっていったのではないかとも思えま
す．中央アジアはEUに加盟することは地理上無
理ですから，ロシアとの経済的関係を緊密化しよ
うという動きもなきにしもあらずですが，旧ソ連
のような経済の一体化を進める動きもない．上海
協力機構を通じて中国を含めた地域経済協力関係
を深める動きもあります．中央アジアを巡って，
EU，ロシア，中国，この三つ巴の中で，いずれ
の地域と緊密な経済関係を構築するのか，いま決
めかねている状況で，貿易・運輸の円滑化もなか
なか進みそうにはないのではないか．その辺をど
う進めていくのかというところも，中央アジア諸
国の経済発展を考えていくうえでの1つのポイン
トではないかと思う次第です．
　私の報告は以上です．
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「ホルゴスは中国西部の深センになるか」

日本大学経済学部准教授　　呉　　逸良

　日本大学の呉と申します．
　今日の報告は「ホルゴスは中国西部の深センに
なるか」というテーマですけれども，まずホルゴ
スというのは日本ではあまり知られていませんの
で，簡単に紹介します．
　中国の地図を見ますと，この赤い線がチャイ
ナ・ランド・ブリッジで，我々が新シルクロード
と言っているところです．今まではアラシャンコ
ウを通ってヨーロッパに輸送ルートができていま
すが，去年，ホルゴスを通る新たなルートが開設
されました．ホルゴスからヨーロッパまでの鉄道
はいま工事中で，来年にはつながる予定です．
　この場所をもう少し詳しく見ますと，これは新
疆ウイグル自治区の地図ですけれども，ここがア
ラシャンコウで，南のカザフスタンと国境を接し
ているところがホルゴスで，この鉄道が今工事中
で，来年，カザフスタンのアルマトイにつながる
と思います（図4参照）．
　国境沿いで今何が起きているかというと，国境
沿いにホルゴス川があって，東は中国，西はカザ
フスタンですが，ここでホルゴス国際辺境合作セ
ンターが作られています．赤いところが中国側，
白いところがカザフスタン側のセンターです．こ
の間に幾つの自由に行き来できる特別の通路が設
けてありまして，このセンターに入ればこの中は
自由に行き来できるようになります．
　このホルゴスと深センと何か結びつきがあるか
というと，実は幾つかの共通点があります．1つ
は開発の初期に人口規模が非常に小さいことで
す．ホルゴスは今2～3万人ですが，深センも開発
当時5万ぐらいでした．もう1つの特徴は，通関手
続きができる，国境に出入りするゲートがあり，
輸出拠点として利用できるということです．もう
1つは国境付近地域であるということですが，こ
れは後で説明します．
　既存研究としては，私の2000年と2007年の研究
で，国境付近地域への集積力は相当強い．世界全
体を見ると，国際的分散と国内的集中の傾向があ
る．この集中はいわゆる都市化で，産業は都市部
に集中し，新たな都市部ができるという，この2

点を示唆しています．
　2008年のわれわれ5人の共同論文の中では，新
シルクロードは将来的に空間的に見ると「ビーズ
型」になるだろう．つまり，輸送ルート上にたく
さん都市ができて，そこに産業が集中して，輸送
ルート上のビーズを散りばめたような形になる．
これが空間的な特徴であると指摘しております．
そしてビーズは，昔から存在した古いビーズもあ
るし，新しいビーズもある．新しいビーズは国境
付近地域から出やすいのではないかという見解で
すが，今回のホルゴスはこの見解を検証する意味
もあると思います．
　論文の目的としては，2つの対照的な開発区の
状況を比較し，その関連性を見出し，ホルゴスの
発展の可能性を探ること．もう1つは，ホルゴス
という情報は日本ではあまり知られていないの
で，これをいち早く紹介し，これらの地域への皆
さんの関心を喚起するということです．
　ホルゴスの地理的環境は，伊寧市（イーニン）
までは90キロ，ウルムチ市までは670キロ，アル
マトイまでは約380キロで，気候は非常によく，
農業生産に適しています．
　交通は，鉄道ではチャイナ・ランド・ブリッジ
があります．道路に関してはヨーロッパ西部から
中国西部の国際交通回廊という新しい動きが出て
きました．中国の側はすでに道路をかなり整備し
て，ホルゴスから国道を通って上海まで行けま
す．ホルゴスからカザフスタンへこの回廊を結
び，さらにロシアの既存の高速道路網につながる
というルートで，今これが計画中です．空港につ
いては，ホルゴスの近くのイーニンにすでに空港
が存在しています．ホルゴスの周りでも作る計画
は聞いていますが，まだ動いておりません．
　ホルゴス開発の経緯ですが，先ほど言いました
ホルゴス国際辺境合作センターは非常に重要なポ
イントになります．ちょうど国境にまたがったセ
ンターで，カザフスタン側のセンターは小さい黄
色の部分です．このセンター以外に，カザフスタ
ン側はこの部分に工業団地を作る計画がありま
す．
　中国側は，この部分が工業団地で，すでに整備
されて，一部の企業は中に入っています．中国は
2010年，特殊経済開発区を，1つはホルゴス，1つ
はカシュガルに設置する計画が出てきました．そ
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うするとホルゴスの開発区は，この国際センター
以外に，工業団地の面積も相当拡大していくこと
になります．真ん中の写真はセンターの玄関口
で，建物はすでにできていて，我々はここに現地
調査に行きました．
　ホルゴス開発の歴史的経緯を見ますと，最初は
香港の個人の実業家がこのプロジェクトをやろう
として，国境にまたがっていますから個人ではな
かなかうまくいかなくて中断しました．それでそ
の実業家はカザフスタン側に働きかけて，カザフ
スタン側から中国側にセンターを作ろうという逆
提案をしました．それから動き始めて，2005年に
これを作るという協定が調印されまして，2006年
から建設を始めて，2010年12月から運営開始の予
定でしたけれども，カザフスタン側の工事がまだ
一部終わっていません．中国側はすでにセンター
の中の幾つかの重要な建設を始めて，計画はこれ
からもずっと拡大していくのではないかと見られ
ています．
　なぜこの開発をするのか．先ほどの経緯だけで
は説明できませんが，私はホルゴス開発の背景と
して，主にこの3点にまとめています．1つは，既
存の中国－カザフスタン間の鉄道ゲートであるア
ラシャンコウの輸送能力が限界に近づいている．
また，厳しい自然条件に制約されて，輸送条件が
悪いだけでなく，ここに工業団地を作ることもな
かなか難しい．2つ目は，カザフスタンは急成長
する中国市場を視野に入れ，資源輸出頼りの成長
から脱却し，国内製造産業を育成・促進する狙い
がある．3つ目は中国側の狙いで，西部大開発は
もう20年ぐらい経ちましたけれども，この成果は
あるとはいえ，東部地域に比べてまだ目立った成
果は見えていませんでした．それで，何か新しい
手法を模索している中で，ホルゴス国際センター
を1つのモデルとして実験し，その経験を活かし
て，中国の国境が長いですから，他のところにも
同じようなセンターを作ろうではないかと考えて
います．同時に，中央アジア諸国との相互依存関
係から資源を確保する狙いもあります．
　それではホルゴス開発の可能性を深センと比較
して考えてみたいと思います．
　深センの開発は1997年から始まっていますが，
深セン経済特区が正式に設立されて30年経った現
在の常住人口は900万人の大都市になっています．

非常に発展が速かったわけですが，なぜこのよう
に成功したのかといいますと，1つは市場経済の
導入．2つ目は積極的に国内外の企業を誘致した．
3つ目は中央政府は地方の開発当局にかなりの権
限を与えた．そのほか，深センは香港に隣接して
いるという地理上の利点，全国に先駆けて改革開
放したという時間上の利点．この5つの要因があ
ると考えています．この要因について，空間経済
学の理論から幾つかの説明ができますが，詳しい
話は省略します．
　ではこの5つの利点はホルゴスに見られるかど
うかです．第1の市場経済はすでに中国全土に広
まっていますので，深センの開発当初のような市
場経済体制確立のための精力を注ぐ必要がなく，
開発活動に専念できます．第2に，ホルゴスは深
センと同様に国家級開発区として認定されてい
て，かなりの権限が与えられています．さらに，
国際貿易センターを持つホルゴス特殊経済区はカ
ザフスタンとのかかわりが深いので，インフラ整
備に関しては2国間の合意に基づいて協力しなが
ら進められています．両国間の競争意識は強く，
中国がきれいな建物を建てればカザフスタンも負
けないようなものを建てる，中国が開発規模を拡
大するとカザフスタンも同じように拡大する．そ
の競争意識を後押しするように，中央政府から潤
沢な資金が流れ込んでいる．このように見ます
と，ホルゴスは深センの開発当初よりも有利な条
件を備えていると考えられます．
　地理上の利点と時間上の利点はどうかといいま
すと，地理上の利点は，チャイナ・ランド・ブリッ
ジの拠点ですから，これは深センに劣らない重要
な利点です．ところが，時間上の利点では不利な
点があります．深センの開発から30年ぐらい経ち
まして，今中国全土のあちこちに開発区がたくさ
んありますので，地域間の都市誘致競争が激し
い．この点から見れば，ホルゴスは必ずしも競争
面で有利であるとは言えない．
　ホルゴスの開発は，地理上の利点はあるけれど
も，時間上の利点はそれほど大きくない．しかし，
2008年の金融危機の影響で，ホルゴスに大きな
チャンスがまわってきました．金融危機以降，中
国の成長路線が輸出型から内需型に変化しました
が，ホルゴスは地理条件から考えますと，2つの
市場に直面しています．1つは東側の中国の内陸

- 46 - - 47 -



市場，もう1つは西側のカザフスタン，中央アジ
ア，ヨーロッパの市場です．
　東側の中国内陸市場から見ますと，中国経済の
重心が沿岸地域から徐々に内陸に向かって，中部
地域，さらに西部地域に接近していますので，ホ
ルゴスの内陸市場アクセスは前よりよくなってい
る．実際のデータで最近の西部，中部，東北部，
東部のGDPシェアを見ますと，中西部のシェアが
拡大している．発展速度，つまりGDP成長率も，
西部は2009年が一番高くなっていることが分かり
ます．したがって，東側の市場はホルゴスに接近
していますので，これは大きなチャンスです．も
う1つの西側の市場も，いま建設中の鉄道がつな
がれば，道路も国際交通回廊ができれば，この面
でも市場アクセスしやすくなりますので，市場接
近はより条件が良くなる．東西両市場からホルゴ
スへの需要はますます大きくなり，この市場の拡
大が産業集積プロセスの原動力になるだろうと考
えています．
　ただ問題は，このような産業集積プロセスの原
動力はホルゴスだけでなく，周りの都市にとって
も同じような利点があります．典型的なのは近く
にある伊寧市で，人口規模も都市規模もホルゴス
をはるかに超えていますから，ホルゴスにとって
伊寧市は強力なライバルになる．
　産業は伊寧市に集積するのか，ホルゴスに集積
するのかということですが，ここで積み替えコス
トの存在がホルゴスに優位性をもたらすと思われ
ます．中国の鉄道のレールと，カザフスタンの鉄
道，つまり旧ソ連圏の鉄道のレールとは幅が違い
ます．したがって，鉄道輸送の場合，必ずホルゴ
スで積み替え作業が必要になります．貨物をホル
ゴスから発送すれば，どの方向に行くにしても積
み替え作業を省略できますから，この部分のコス
トが節約できる．もう1つは，ホルゴスには国境
にまたがる国際センターがありますので，そこに

入れば，いわば無国籍な公海みたいな形で，カザ
フスタンと中国間の自由移動が可能です．ビザな
しでそこでいろんな商談ができるし，これも広い
意味の積み替えコストと考えられます．
　たとえば伊寧市に拠点を置くと，伊寧市で何か
商談をやると，国境を越えますから両国のビザが
必要になります．それだけコストがかかります
が，ホルゴスの国際センターでやるとそれは必要
ない．この部分のいわば積み替えコストが要らな
いということは，伊寧市以上の利点になるわけで
す．こういう点からも，ホルゴスの発展可能性は
非常に高い．
　それではホルゴスは深センほど大きな都市にな
るかどうか．細かい話は省略しますが，結論とし
ては，将来のホルゴスは深センほどの大都市にな
ることはまだ期待できないが，中国西端国境沿い
で新生都市として誕生するという予想は現実的で
あろう．「国境付近地域」での新生都市という意
味で，ホルゴスを中国西部の深センと言ってもよ
いでしょう．
　なぜ深センほど大きくなれないのかというと，
たとえば最近の中国の人口流動を考えますと，新
疆に流入している人口は2007年で約53万人．その
大部分がウルムチに流れていて，ウルムチの人口
上昇は相当大きいけれども，新疆のほかのところ
に分散している人口はわずかしかない．仮にこの
中で年間5万から10万の人口がホルゴスに流れ込
むとしても，30年後に150万から300万が限度で，
急速な伸びは難しい．
　ホルゴス当局の計画では，中長期的に10万から
20万人ぐらいの都市を目指すという，慎重な考え
方です．将来は近隣の伊寧市との経済一体化も考
えられますので，両方合わせて100万人前後の都
市圏が形成されることはあり得るのでないか．結
論はこのようになりました．
　発表は以上です．
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図４　中国西部の国境地域鉄道と主要道路およびホルゴス国際辺境合作センター
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